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研究概要 

先住民族の権利に関する国際連合宣言(以下国連宣言)」

が 2007 年に採択された。現在世界には全人口の 4％、

約 3億人の先住民族が生活しており、全人口のわずか数

パーセントの人々の権利を回復するために国際社会は

長い時間をかけて支援し続けている。しかし実際は、本

来国連宣言で謳われているような先住民族の権利を保

障している社会は少なく、結局社会に包摂1されていく先

住民族の存在を見ることができる。このような現状から、

本研究は国連宣言など、国際的議論の中で謳われている

先住民族の権利と、タイ山地民2を事例に、実際先住民族

自身が求めている権利に差異が生じている点を指摘し、

そのズレが生じているメカニズムを明らかにするもの

である。 

問題設定 

国連宣言には「自らを異なるものとして尊重され、平

等であり、いかなる種類の差別からも自由である(国連宣

言前文より筆者抜粋)」とある。先住民族は長年主流社会

から無視され続け、不当な扱いを受けたため、権利の回

復を求めている。しかし本研究で扱うタイ山地民の場合、

国際社会や自身によって「先住民族」として位置付けて

いるにもかかわらず、彼らが行う民族運動では、自らを

異なるものとして尊重される「先住民族」としの権利で

はなく、「タイ人」としての権利を求めている。ゆえに

                                                   
1本研究において「包摂」という言葉は、「同化」という言

葉がもつ強制的な一体化の意味を排除して、主流社会が先

住民族を「取り込む」ことを意味している。 
2元来タイ北部、ミャンマー、ラオス、中国南部一帯の山岳

部で移動耕作を営みながら生活していた。しかし国民国家

形成以後、「野蛮人」などのレッテルをはられ、焼畑などの

伝統的耕作方法が禁止、住んでいた土地を奪われ、タイ社

会への同化を強制された。 

本研究では以下のような問いを立てる。なぜ彼らは民族

としての独自性の認知を高めるような活動ではなく、自

らをタイ社会へ包摂させるような活動を行うようにな

ったのか。 

仮説 

本研究は 2 点の仮説を提示する。 

まず 1 つ目は「国内外の支援や山地民による運動が、

現在直面している問題である「経済的貧困」の解決に集

中し、結果山地民はタイ社会の経済システムに取り込ま

れている」2 つ目は「民族としての差異を強調すること

が逆に社会的な差別につながってしまう」である。1 つ

目について、土地所有や資源管理など山地民の抱える問

題は結果「経済的貧困」としてあらわれてくる。そのた

め国内外の組織は山地民が現在の状況下でも貧困を緩

和できるように支援を行うのである(図 1)。 

2 つ目について、山地民の生活は、物の売買や就学など

平地タイ人との関わりが盛んになっている。しかし「野

蛮人」などの政府による誤った認識は平地にも広がって

おり、平地タイ人による誤った認識とそれによる差別意

識は、山地民の日々の生活に直接影響を及ぼすより切実

な問題である。その差別的意識を払拭するために「同じ

タイ人」として自己を主張しているのではないか。 
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研究方法と分析視角 

本研究では文献調査を中心とした事例研究を行う。世

界中に点在する先住民族は、主流社会から長年不当な扱

いを受け、現在苦しんでいる、という経験を共有してい

る。しかし現状に至るまでの歴史は各々の民族で異なっ

ており、先住民族が歩んできた歴史や周辺環境などの個

別具体的な事象を詳細に調査する事例研究を行うこと

によって、先住民族が包摂されるメカニズムを把握する

ことができる。また、2007 年～2009 年の間にタイのバ

ンコクとチェンマイ、チェンライ、メーホンソンで行っ

た 4度のフィールドワークでの情報も、分析を補強させ

る意味で用いる。 

第一の仮説検証では、1) 教育の普及、2) 山岳部の観

光開発、3)土地管理の権利に着目し、経済的貧困の側面

から山地民がタイ社会へ包摂されていくメカニズムを

明らかにしている。第二の仮説検証では政治的、社会的

側面から 1)国民国家形成、2)政府による定義、3)博物館・

大衆によるイメージ、4)山地民の法的立場、に着目し、

「山地民」が持たれている負のイメージの形成によるタ

イ社会への包摂を指摘する。 

仮説の検証と結論 

仮説一点目について、教育の普及、観光開発、土地管

理の権利の主張はいずれも民族的アイデンティティよ

り経済的貧困の解決が優先されている。観光開発として

のエコツーリズムでは、ツアリストへのアトラクション

として狩りに使う道具や、伝統的農法などの伝統文化を

「博物化」している。これは民族文化の保持、そして外

部との融合によって新たな民族文化の生成に寄与して

おり、文化の発展という立場から賞賛すべき行為である

(Bialostok 2006)。しかしこれはあくまでタイ社会の中

で生活するためにカレンが内外の圧力を吸収して自ら

の文化をより大きなタイ社会に合わせつつ主張してい

るのであり、目的は民族としての独自性の主張ではなく、

自らを変容させて経済的問題によりタイ社会に受け入

れられることである。 

仮説二点目について、タイ国民国家形成の歴史的プロ

セスでは、90％以上の「タイ人」が創出される過程にお

いて中華系、ユアン、イサーンなどの民族性は「タイ人」

として集約され、民族の多様性は尊重されなかった。重

ねて山地民はそのプロセスの範囲外であり、冷戦期にお

ける共産化の危険性や、アヘンにつながるケシ栽培、焼

畑を通じた環境破壊としての山地民イメージが強くな

ってしまった。そのため「山地民」である、と主張する

ことはタイ社会において差別の対象となってしまった

のである。すなわちタイ山地民は、自ら制御することが

できない外部影響から、タイ社会の中で生活することが

半ば強制されている状態であるにもかかわらず、民族と

しての差異を主張できる環境にない。そのため自らを変

容させ、時には偽って生活しているのである。 

インプリケーションと今後の展望 

本研究から、先住民族の運動が民族の独自性を主張し

きれず、先住民族が社会へ包摂されるメカニズムを明ら

かにした。そこから本研究は、インプリケーションとし

て国際的な「先住民族」議論にアジアの現状を組み込む

ことを提示している。アジアの場合、北米などの先住民

族と比べ「先住性」を証明することが難しく「アジアに

おける先住性」を定義づけることにより、先住民族の権

利に関する議論に深みを持たせることができる。 

そして今後の展望としては、「民族の独自性は守られ

るべきか」を問いなおすことによって「民族の独自性を

主張する選択肢がありながら民族の独自性を主張しな

い」のか、もしくは「民族の独自性を主張する術や見込

みがなく、やむを得ず社会へ包摂されているのか」、に

ついて今後さらなる研究が必要である。 
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